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【サマリー】 

中小企業における人事評価制度導入のメリットにおいて下記 2 項目の調査・分析を実施した。その結

果から、中小企業の人手不足問題解消、ひいては国の GDP目標値達成の為、下記提言を行う。 

 

 

 

 

 

 

   《分析内容と解決策》 

【1】賃金決定方法の開示の必要性と効果 

・同一労働同一賃金の実現に向け、客観的な賃金規定が策定されるために、各企業が労使間で合

意をとり、社内で公開することが重要である。 

・中小企業への調査の結果、賃金決定方法を開示することで事業効率の向上が確認された。 

 

【2】人事評価制度と昇給/生産性向上の因果関係 

人事評価制度の導入は、昇給への影響及び生産性向上実現において、ある一定の効果が検証でき

た。その為、所得拡大促進税制（以下、賃上げ税制）に大きく関与すると考察される。 

 

《提言》 

【1】賃金決定方法の開示を就業規則に明文化する法改正を行う 

【2】人事評価制度導入による賃上げ税制のインセンティブを用意 

報道関係者各位 

2019年 4月 16日 

 

 

  

レポート「人事評価制度を活用した人材確保と賃金向上 Vol.2」を発表 
-人事評価制度の導入における中小企業への効果を検証- 

https://www.j-paa.or.jp/policyproposal/221 
 

 一般社団法人 日本パブリックアフェアーズ協会理事である慶應義塾大学大学院経営管理研究科の岩本隆特任教

授は、レポート「人事評価制度を活用した人材確保と賃金向上 Vol.2」を発表しましたので、お知らせいたします。 

 本稿は、2018年 9月 26日に発表済の中小企業が抱える人材確保等の経営課題への打ち手として、人事評価制

度に着目し、導入による効果を定量的に分析したレポート「人事評価制度を活用した人材確保と賃金向上」

（https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000003.000034602.html）に続くレポートであり、人事評価制度の普及、

効果的な運用の為に必要な追加提言を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第一・第二弾レポートポイント】 

https://www.j-paa.or.jp/policyproposal/221
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000003.000034602.html


 

《分析内容と解決策》 

【１】人事評価制度導入による賃金決定方法の開示について 

①同一労働・同一賃金の実現と現行の賃金決定の課題 

 2019 年 4 月から施行された働き方改革関連法案の 1 つである「同一労働同一賃金の原則」のガイドラインには、

「正社員と非正規雇用労働者間における賃金の決定基準・ルールの相違は客観的・具体的な実態に照らして不合

理なものであってはならない」と記載されています。（※１）その為、各企業が職種ごとにどのように賃金を規定しているの

かを社内で公開することが重要と考えられます。 

しかしながら、現行の労働基準法 89 条において、就業規則の絶対記載事項としての賃金規定の記載が義務化さ

れているにもかかわらず（※２）、賃金規定の具体的な賃金の決定方法や計算方法に関する項目については、具体的

な記載をする義務がなく、従業員が自身の給与における客観的な理由が得られない状況にあります。客観性を担保し

た正しい賃金規定の運用実現には、人材を正しく評価する体制づくりとしての人事評価制度が必要であるといえます。 

（※１）厚生労働省 同一労働同一賃金ガイドライン https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000190591.html 

（※２）労働基準法第 9 章 就業規則（作成及び届出の義務）第 89 条 

 

②賃金決定方法の開示における中小企業の成功事例 

様々な業種・業態の中小企業が、人事評価制度導入により賃金決定方法の開示した結果、業績の改善・経営課題の

解決に成功しています。 

 

 

事例１｜株式会社ユートピア設計ネットワーク 

事業内容：個人住宅の設計・施工 

 

<定性的メリット> 

・目標を設定することで、部門間のボトルネックに気づき、部門間連携の円滑化に繋がった。 

・導入を機に、中間管理職を創設し、権限移譲が加速し、社員間の協力体制や集合知が得やすい環境になった。 

 

<定量的メリット>   

 2015年（導入年）  2016年    2017年 

売上総利益 
\104,515,486 \101,741,987 

（昨対比 2.7％減）  

\184,057,500  

（昨対比 80.9％増） 

退職者数 4 2 0 

生産性※3 

(1 人あたり) 

\5,806,416 

 

\5,652,333 

（昨対比 2.7％減） 

\11,503,594 

（昨対比 103.5％増） 

給与 

（１人あたり） 

\2,937,282 

 

\3,195,599 

（昨対比 8.8％増） 

\3,554,045 

（昨対比 11.2％増） 

(※３)生産性の計算式は、売上総利益÷従業員数で算出 

 

 



 

 

事例２｜プライム・スター株式会社 

事業内容：LED照明器具を含む一般照明機器のデザイン・設計・製造・販売及び輸出入 

 

<定性的メリット> 

・従業員自ら目標を設定することで、コミットが生まれ、目標への意識が醸成された。 

・採用説明会で人事評価制度について、求職者にアピールすることができ、採用力が向上した。 

 

<定量的メリット>  

 2016年（導入年） 2017年 2018年 

売上高総利益率 
43.1% 

 

37.3% 

（昨対比 5.8%減） 

46.0% 

（昨対比 8.7%増） 

退職者数 6 5 3 

採用人数 18 17 16 

給与 

（１人あたり） 

\4,360,000 

 

\4,320,000 

（昨対比 0.9％減） 

\5,063,829 

（昨対比 17.2％増） 

 

【2】人事評価制度と昇給/生産性向上の因果関係 

「所得拡大促進税制（賃上げ税制）」は、賃上げや生産性の向上を促してデフレ脱却を後押しすべく、企業が従業

員への給与を増加させた場合に、その増加額の一部を法人税から税額控除します。中小企業においては、1.5%以上の

賃上げの要件を満たせば、給与支給総額の前年度比増加額の 15%(減税限度額は最大で法人税の 20％)の法人

税の税額控除が適用されます。（※4） 

人事評価制度の導入によるインセンティブとしてさらなる控除・減税の積み上げを提案すべく、妥当性を検証しました。 

（※4）経済産業省中小企業庁 「中小企業向け所得拡大促進税制ご利用ガイドブック」 

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/syotokukakudaiguidebook.pdf 

 

①賃上げと生産性向上の定量分析 

人事評価制度を導入している中小企業 75 社が 2018 年 1 月～12 月に実施された査定に関して、査定前と査定

後でどの程度給与が上昇しているのかを調査（※5）した結果、全体で 1.5％の昇給を確認し、賃上げ税制の要件をクリ

アしている結果を得ることができました。また、75社中 65社が査定前よりも昇給しており、10社は査定前よりも給与がダ

ウンしました。 

（※5）「慶應義塾大学大学院経営管理研究科岩本研究室調査」  

 

②人事評価制度と生産性の相関 

過去に IT導入補助金を利用し、人事評価制度の整備を行った中小企業 47社の 2016年度と 2017年度

の 2 年間の粗利と従業員数、年間の平均労働時間のデータをもとに、粗利に対する労働投入量（従業員数＊

平均労働時間）との相関を求め、導入前と導入後で生産性（※6）に変化があるかを調査しました。 

 



 

 

その結果、粗利と労働投入量の人事評価制度導入前の相関係数は 0.466、人事評価制度導入後の相関

係数は 0.600 でした。人事評価制度導入後の方が同一の労働投入量に対して効率的に粗利を得やすくなった

と解釈することができ、より効率的な経営が行われていると考えられます。 

 

付加価値労働生産性 =
付加価値額

従業員数×平均労働時間
 

 

（※6）公益財団法人日本生産性本部による生産性の定義・種類 

https://www.jpc-net.jp/movement/productivity.html 

 

 

《提言》 

 人事評価制度をより普及させるため、以下 2 つの施策提言を行います。 
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門領域として、様々な分野の新産業創出に携わる。 

【1】賃金決定方法の開示を就業規則に明文化する法改正を行う 

賃金規程を明確にし、人事評価と賃金決定が連動させることで、列挙した事例企業

のように、業績が向上し、従業員への賃金が上昇する好循環の創出を図る。 

 

【2】人事評価制度導入による賃上げ税制のインセンティブを用意 

人事評価制度の導入により一定の成果を上げた企業に対して、金銭面での優遇措置

や負担軽減、また、助成金の支援拡充など、インセンティブを用意することが導入促進

を図る上で必要である。短期的には財源の確保が必要とはなるが、長期的には経営

効率が改善されることで税収増加も期待することができる。 

http://www.kbs.keio.ac.jp/faculty/iwamoto_t.html

